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昭和58年度にお1ける宇宙開発関係経費硯積

り方針について・

第8回宇宙開発委員会（定例会議）議事要旨（案）

昭和．58年度における宇宙開発関係経費の見積り

方針（案）
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　郵政省電波監理局審議官　　　　　　　　高　橋　幸’男

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代理：木原）

　噛宇宙開発事業団ジステみ計画部計画課　　向　井　　　正

事務局

　科学技術庁研究調整局宇宙企面課長　　　吉　村　晴　光

　　　〃　　　　〃　　宇宙国際課長　　　中津川　英　雄

　　　〃　　〆　宇宙開発課長　吉野隆治
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他

α議．事　　　　　　　　　　　　　　　　●b
（1）前回議事要旨の確認

　　第8回宇宙開尭委員会（定例会議）議事要旨案（資料委

　　9－1）が確認された。

（2）昭和58年度における宇宙開発関係経費の見積り方針に

　　　ついて

　　事務局より、資料委9－2に基づき説明が行われたのち、

　原案どおり決定きれた。

じ、
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昭和58年度における宇宙開発関係経費の見積りについて（案）

●

　　昭和57年8月31日



，昭和58年度に：おける宇宙開発関係経費の見積りは、次のと影りである。

1　基本方針

　　昭和58年度に夢ける宇宙開発関係経費吟見積りの基本方針は・次のとおりである。

●

1．開　　発

（・）地球磁気圏に繍るか・ラ粒子のカ・速鵬及びか・ラ発輝鱒の儲観測を・行うことを目的とする第・2開学衛星（E

　　XOS＿D）について、　M－3S皿ロケットにより．、昭和63年度に近地点高度約400km・遠地点高度約P・000k興の長楕円：準

　　極軌道に打ち上げることを目標に開発を行う。

’〔2）適信衛星2号（CS－2）による通信サービスを継続し、また・増大か？多様イヒする通信需要に対処するとともに・通信衛星に

　　関する技鋤開発を進めることを目的とする通信鯉●3号｛CS－3》について・H－1・ケットにより・本機を昭郷2鞭に・

　　予備機を昭和63年度に静止軌道に打ち上げることを目標に開発を行う。

（3》スペースシャトルに我が国の科学技術者が搭乗し・宇宙空間の特性を記した材料実験等を行うことを目的とする第一次材料実

　　験（FMP．T》について、昭和62年度に実施することを目標r・四脚ステムの開発を行うとともに搭乗科学技術者の募集及び

　　選抜を行う。

　｛4）H＿1ロケット（3段式）試験機の性能を確認するととも・に、静止三軸衛星バスの基盤技術を確立し・．次期実用衛星開発に必要

　　な自主技術の蓄積を図り、併せて、航空機の太平洋域の洋上管鉱船舶の造信・航行援助・．捜索救難等のための移動体通信実験を

　　行うことを目的とする技術試験衛星V型（；ETS－Vlにつ喚て・昭和62年度に静止軌道に打ち上げることを目標に開発を行う。

　（5》重量約550幼の静止衛星打上げ能力を有するH一・1ロケヅトめ2段式試験機について・昭和60年度に打ち上げるζとを目標

　　に、引き続き開発を進める・この三三搭燕するペイ・一ドに測地醒・号（GS一・》の開発研究の蘇を生かして・測地琴

　　験に供し得る機能鮒与するとともに、この試験榔撒するペイ・一ドを関係機関の麹に対応して各際榔供する・
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　　また、予備用H－1ロク：ヅト（2段式）試験機について、昭和61年度に打ち上げられるよう開発を行う。

（6》H＿1ロケット（3段式）の性能を確認するとともに、技術試鹸衛星V型（：ETS－V）を打ち上げるための耳一1ロケット（

　3段式）試験機について、昭和62年度k打ち上げることを目標に開発を行う。

●

2．開発研究

　ω　能動型観測技術の確立を図るとともに、資源探査を主目的に、国土調査、農林漁業、環境保全、防災、沿岸域監視等の観測塗行

　　うことを目的とする地球資源衛星1号（：ERsl－1》につい七、H－1ロケヅト（2段式）により打ち上げることを月標に開発研

　　究を行う。

　　　特に、合成開ロレーダその他のセンサーについては、積極的に研究を進める。

　（2｝放送衛星2号（BS－2）による放送サービスを継続し、また、増大かつ多様化する放送需要に対処するとともに、放送衛星に

　　関する締の開発を進めることを目的とする放送衛星3号（BS－3）について瀞止軌道に打ち上げることを目標に開発研究を

　　行う。

　　　また、打上げ機として、H－1ロケットを使用するこ志を基本として衛星の諸元の検討を進める。

●
3．研　　究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

ω　人工衛星共通技術に係る自主技術の強化と人工衛星の機能、性能の向上を図るため、二野式統合推進系の研究を行う。

　（2》昭和60年代後半の大型人工衛星打上げ需要に対応するため、H－1ロケッ．トの開発成果を生かして、そめ打上げ能力の向上を

　　図るための研究を行う。

　（3）米国で検討さ覧ている宇宙基地計画への参加について検討するため、所要の調査研究を行う。
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4．その他の施策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　，　・

　ω　人工衛星技術の出発に資するとともに、実利用に供することを目的とする人工衛星の開発に当たっては、信頼性の向上及び利用．

　　者機関の経費負担の軽減を図る。

　（2｝昭和58年度に計画されている放送衛星2号（BS－2）Q打上げに万一失敗した場合に備え、利用者機関の立場に配慮しうっ

　　適切な対応措置を講ずる。

●

5．その他．・　　，

　・上記以外については、　「宇宙開発計画」（昭和57年3月17日決定）を推進する。

●

皿　事業の内容

　　1の基本方鍬基づき・昭和58鞭賄う主榔業及びこ派必要雄制の整三次のと籾である・

　1．科学の分野の開発等の推進

　　（1）第9号科学衛星（EXOS－C）の開発及び打上げ

　　　　第9号科学衛星（EXOS－C）のフライトモデルの開発を進め、　M－3Sロケット4号機により打ち上げる。

　　（2）第10’号科学衛星（P工ANIET－A）の開発　　　　　　　’

　　　　第10号科学衛星（P：LAN：ET－Alのフライトモデルの開発を進める。

　　（3）　第1斗号科学衛星（ASTRO－C）の開発1

　　　　第11号科学衛星（AS辱TRO－C）のプロトタイプモデルの開発を進める。

　　（4》第12号科学衛星（：EXOS－D》の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一3一



●

●

　　　第12号科学衛星（：EXOS－D）のプ回トタイプモデルの開発を行う。

　（5）　粒子加速器を用いた宇宙科学実験（S：EPAC）

　　　粒子加速器を用いた宇宙科学実験（S：EPAC》に必要なスペースシャトル搭載実験機器のフライトモデルの開発を進め、スペ

　　ースシャトル／スペースラブにより実験を行う。

2．観測の分野の開発等の推進

　（1）静：止気象衛星3号（GMS－3）の開発

　　　静止気象衛星3号（GMS－3）のプロトフライトモデルの開発を静止気象衛星2号（GMS－2）の予備衛星を活用して進め

　　るとともに、フライトモデルの開発を進める。

　（2）海洋観測衛星1号（MOS－1）の開発

　　　海洋観測衛星1号（MOS－1》のプロトタイプモデル及びフライトモデルの開発等を進める。

　（3）一地球資源衛星1号（：ERS－1）の開発研究

　　　地球資源衛星1号（ERS－1）の予備設計を行うとともに、衛星搭載用合成開ロレーダ及び光学センサーの試作試験並びにデ

　　ータ処理・解析技術の研究を進める。

　ω　研　　究

　　　海域及び陸域の観測のための衛星搭載用観測機器の研究、地球観測衛星システ、ムの研究等を進める。

3．通信の分野の開発等の推進

　（1）通信衛星2号一b（CS－2b）の開発及び打上げ

　　　通信衛星2号のフライトモデルの開発を進め、通信衛星2号一b（CS－2b♪としてN一皿ロケット4号機により打ち上げる。

一4一



●

　（2）放送衛星2号（BS－2a及びBS－2b）の開発及び放送衛星2号一a（BS－2a）の打上げ

　　　放送衛星2号のプロトフライトモデル及びフライトモデルの開発を進めるとともに、プロトフライトモデルを放送衛星2号一a

　　（BS－2a）としてN一』ロケッ杢5号機により打ち上げる。

　（3）通信衛星3号（CS－3a及びCS一・3b）の開弗　　　　　　・

　　　通信衛星3号（CS－3a及びCS－3b）の基本設計等を行う。

　（4）放送衛星3号（BS．一3）の開発研究

　　　放送衛星3号（BS－3》の予備設計等を行う。

　（5｝研　　究

　　　観心ルチビームアンテナの研究及び衛星を用いた捜索灘ジステムの研究を進めるρ

4・宇宙実験の分野の開発等の推進

　（1》小型ロケットによる材潜実験（MP／TT－500A）

　　　TT－500Aロケットに小規模材料製造実験装置を搭：載し、これを用いた材料実験を行う。

　（2｝第一次材料実験（FMPT）に用いる実験システムの開発等

　　　第一次材料六二FMPT）に用いるシャトノレ搭載実験システムの設計・搭載装置の試作試験等並び略乗科学技術者嬉轍

　び選抜を行う。．

5．人工衛星系共通技術の分野の開発等の推進

ω　技術試験衛星V型（ETSrV》の開発

　　技術試験衛星V型（ETSrV）の予備設計及び基本設計、衛星基本機器の試作試験並びに移動体通信実験用搭載実験機器の研

　究開発を行う◎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一5一



②研　　究

　　静止三軸衛星バスの研究等を進めるとともに、二液式統合推進系の研究、米国宇宙基地計画に関する調査研究等を行う。

●

●

6．輸送系共通拉術の分野の開発等の推進　　　　　　　　　　　　　　’

　ω　Mロケットの開発　　　　　　　　‘　　　　　　　1

　　①M－3Sロ〃ットの開発

　　　　第9号科学鯉（EXOS－C）を打ち上げる⑳・M－3SロヶッM号機の開発を進める・

　　②M」3S皿ロケットの開発

　　　　M－3S皿・ケッ．トのモータケース等の開発に伴う機能試験並びに第・段禰・ケット・第2段モ三級び第3段モータの地上燃焼試

　　　験を進める。また、M－3S皿ロケットの性能確認等を行うための試験衛星（MS－T5）の開発を進める・とともに、　M－3S皿ロケット1

　　　号機及び2号機の開発を行う。

　②　N一二ロケットの開発

　　　通信衛星2号一b（CS」2b）、放送衛星2号一a（BS，一2a）、静止気象衛星・3号（GMS－3）、’放送衛星2号一b

　　（BS6－2b）面諭洋翻鯉i号（M・S一・）を打ち上げるためIN田・ケット腸機5号機・碍旧び8号機（以

　　上いずれも3段式）並びに7号機（2段式）の開発を進める。また｛7号機（2段式）を：N－Hロケ曙ト（3段式）による各種：人

　　工衛星の再打上げに使用しうるようにN一豆ロケット第3段固体モータの開発を進める。

（3）H－1ロケットの開発

　　液体酸素・液体水素推進系・慣性誘導装置・第3段固体モータ等め開発唾壷を進める。．また・重量約550：kgの静止衛：星を打ち

　上げる能力を有するH－1ロケットの詳細設計並びにHrIロケット地上試験機及びH－1ロケット（2段式）試験機の開発を進
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　めるとともに、予備用H－1ロケット（2段式）試験機及びH－1ロケット（3段式）試験機の開発を行う。

　　なお、H－1ロケット（2段式）試験機のペイロードに、測地衛星1号（GS－1）の開発研究の成果を生かして・測地実験に供しうる機

　能を付与する。

ω　研　　究

　　液体酸素・液体水素エンジンの高性能化に関する研究上を進めるとともにぐ耳一1ロケットの三半げ能力の向上を図るための研究を行う。

●

●

7．施設の整備

ω　人工衛星及びロケットの開発に必要な施設の整備

　　出土衛星・ロケット部品材料の研究開発に必要を施設設備、固体モータの高空燃焼試験に必要な試験設備・地球観測情報の受信●処理に必・

　　要な施設設備等の整備を進める。また、科学衛星及びMロケットめ開発に必要な施設設備の整備を進める。’

（2）人工衛星及びロケットの打上げ施設の整備

　　重量約550：kgの静止衛星を打ち上げる能力を有するE－1ロケット三三点の施設設備の整備を行う。また、種子島宇宙センターのレーダ・

　　テレメータ系、．ロケット機能試験二等の施設設備の整備を進める。

　（3）人工衛星の追跡等に必要な施設の整備　　　　　　．　　．　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　　　人工衛星の追跡管制系の設備の整備を進めるとともに、所要の研究を進める。

　　　さらに、科学衛星データ取得等のための施設設備を進める。

8．その他の施策

　ω　研究開発能力の壷化

　　　自主技術の育成塗図りつつ、宇宙開発を強力に遂行するため・宇宙開発事業団及び文部省宇宙科学研究所に慶ける研究開発体制
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●

●

　の強化を図る。、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　・　　　／．

②　国際協力の推進

　　国際連合に澄ける宇宙開発に関する活動への参加協力、非エネルギー分野の日米科学技術研究開発協力の推進及びスペースシャ

　トル利用計画の推三等の米国との協力、欧州宇宙機関との協力、開発途上国を対象としたセミナーの開催等の協力等：を進める。

㈲　宇宙関係国際取極への加入の推進

　　宇宙関係三条約への加入及びこれに伴う国内関連措置の推進を図る6

（4｝普及啓発活勲の強化

　　宇宙開発に必要な広報、啓発事業を進める。’

⑤　宇宙技術者¢）養成

　　宇宙分野の技術者の資質向上を図る孝め、宇宙開発関係者を海外に派遣する。

（6）宇宙開発推進基盤の整備

　　ロケゾト打上げの円滑な実施に必要な施策を講ずる。

σ）その他

　　昭和58年度に計画熱ている放送衛星2号一a（BS－2a）の打上げに万一失敗した場合に備え、利用者機関の立場に配慮しつつ．

　適切な対応措置を講ずる。

　．また、実利用の分野の人工衛星等に関する最適な開発四面の策定に必要な調査等を進める。

皿　経　　費

　　昭和58年度に於いて必要な経費の見積りは、別表のとおりであるq

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r－8一



別表
昭和58年度宇宙開発関係経費等総括表

⑭国庫債務負担行為
　（単位：千円）

●

昭和57年度予算額 昭和58年度・経費
省　　　　　庁　　・

宇宙開発関係
宇　宙辱関　南米

合　　　計 宇宙開発関係 宇宙関連来 ．合　　　計

科　学　技術　庁
㊨42，105，200

W7，665，627
一

⑰42，105266

W7，665，627

㊨55，754，700

W7，675，627 」　　一
⑰55，754，700

W7，675，627

警　　　察　　　庁 一
㊨　272，094 ㊧　272，094

一
⑭　218，344

@467，454　，

㊧　218，344

@467，454
文　　　部　　　省

㊨14，650，000

@9，817，006
3，109，021

㊨14，650，000

P2，926，027

⑪7，896，000

P2，563，742
3，108，523

⑰7，896，000

P5，672，265

通　商　産　業　省 1，404，280 一 1，404，280 1，583，065 一 1，583，065

運．　　輸　　　省
㊨10，501，800

@2，065，752
②，472211、

⑭10，501，800

@4，537，963

⑲　974，491

@4，419．575

㊨　590，000

@2，623，163

㊨1．564，491

@7，042，738

郵　　　政　　　省
㊨　　』76，000

@100，064
1，834，885

◎　　76ρ0’0

@1，934，949

⑬　514，600

@249，578
1，418，574 ⑤514β00

@1，668，152

建　　　設　　　省 一 2，369 2，369 一 2，369 2，369

自　　　治　　　省
　　　一

3，196 3，196 一
　　　、堰@222，789

@186β29
㊨　222，789

@186，829
○総　　　　　計

㊨67，333，000

P01，052，729

㊨　272，09●4

@7，421，682

⑪67，605，094

P08，474，411

⑭65，139，791

P06，491，587

㊨1ρ31ユ3き

@7，806，912

㊨66，170，924

P14，298，499
へ

来　宇宙関連経費（宇宙開発委員会が行う見積りの範囲外のもの》についても、参考のため掲示した。

一9一
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昭和58年度宇宙開発関係経費（宇宙開発委員会が見積りを行うもの）の概要

●

●

、

（単：位：千円）

省庁 担当機関 事　　　　　項
、昭和57年度

¥　算　額

昭和58年度

o　　　　養

研究調整局
　　　　　　　～r
F宙開発委員会に必要な

o費

48β4r 48，341． 宇宙開発委員会運営費等　　　　　　48，341　（　48，341）

一般行政に搭要な経費 38，523 ．37，161 宇宙開発推進事務等　　　　　　　　37，161　（　38，5、－23》

科学技術者の資質向上に

K要な経費

30，248 30．2489
序宙開発関係者の海外派遣　　　　　30，248　（　3砿248）

種子島周辺漁業対策事業

ﾉ必要な経費一

406，970 4σ6，970
鍾子島周辺漁業対策事業費補助金　406，970’（406，970）

@　、
小　　　　　計 524，082 522，720

科
　
　
　
学
　
　
　
技
　
　
　
術
　
　
　
庁

振　興　局 一般行政に必要な経費 7，598 7，588 宇宙開発普及啓発　　　　　　　　　　7，588　（　7，598）

航空宇宙技

p研究所

航空宇宙技術研究所に必

vな経費

757，947 838，319 液酸・液水ロケットエンジン要素　　90，630　（　95，400）

ﾌ研究

q星基礎技術に関する研究　　　　　64，082　（　62，010）

F宙科学技術設備整備　　　　　　　31，592　（　48，544）

d子計算機借料その他　　　　　　652015　（53α717）

O年度限b　　　　　　　　　　　　　　　o《　15，276）

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

一10一



（単位：千円〉

●

●

4

省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和57年度

@予算額

昭和58年度

@経　　費

要　・三戸蓉8舞岡（昭滅度）

宇宙開発事

ﾆ団

宇宙開発事業団出資及び

武ｬに必要な経費

⑪42，105，200

W6β76，000

⑪55，754，7σ0

W6β07，000

三郷業門出資金 @喩翻徽：：：：ll）．

宇宙開発事業団補助金　　　　　　7，516ρ00　（　7β5駕000》鴨

〔宇宙開発事業団の収支計画（注》〕

科 収　入　　　　　　　　　　　　109・610，8229（110・849・403）

政府出資金　　　　　　　　　　78，791，000　（79ρ25，000）

’　　　　　．

『政府禰助金　　　　　　　　　　7，516，000　（　7，351，000）

学
その他（事業収入等）　　　　　23，303・822　（24・473・403》

技
支　出　　　　　　　　　　　　109，610，822　（L10，849，403）

ロケット開発経貧

術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
l工衛星開発経費 @噌：灘18：：lll：：1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　QEケヅト打上げ経費　　　　　　8ρ29372　（　7，422・2471

庁
種子島宇帥ンター囎㊨

灯衛星追跡管制経費

一一 P1一



●

●

（単位3千円）

省庁 担当機関 事　　　　　項邑
昭和57年度

@予算額

　　　、ｺ和58年度

@経　　費

宇宙開発事

ﾆ団

科 事業運営費　　　　　　6221225（578ラβ81）

・一・ﾊ管理運営費等　　　　　　　7，789362　（　8，059246》

学 、

；ぐ主要開癸プログラムの経費》

技

術 一階衛星1号（　）騰：野糊：）

－ 通信衛星2号（CS－2a及び　　　112白3，646（2端73a3611
庁

CS－2b）の開発

一12一・



（単位：千円）

●

●

省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和57年度

@予算額

　　　　’ｺ和56年度

@経　曜費

宇宙開発事

ﾆ団

科

学

技
　
　
術

庁
匹1吻トの開発

計
⑱4a105206 ㊦55，754，700

87β65，627 87，675，627

文

宇宙科学研

?

特別事業等に：必要な経費 ㊨6，947ρ00

@7β02β06

㊨7，586，00ρ

@8，741β42

科学衛星隠隠……一難1：：：贋：；繕）

〔うち第12号科学衛星（㎜S－D）の開発・　50，000　（　　　　0》〕

部
　
　
省

Mロケット開発費

一

液水エンジン開発の基礎研究経費　　　360，00Q　（　440，872）

ご13一



●

●

（単位3千円》

省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和57年度

@予算額

昭和58年度

o　　費

宇宙科学研 スペースシャトル計画（SEPAC）　　213，772　（．200，077）

究所 に関する参加経費

文

大型特別機械整備費 ㊥7，703，000

@2β14，700

⑪　310，000

@3，822ゴ400

中酬　”一

部
大型構造試験設備

省

雨年度限り　　　　　　　　　　　　　　　0（　義505，500）

⑫14，650，000 ⑪7，896，000
計

9，817，006・ 12，563，742

通

機械晴報童 資源遠隔探知三徳等の研 1，331，500 M69ρ74 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、糟ｹ探査の観点からの地球資源衛，　1・489・074　（　工331・500）

商
業局 究開発 星1号のための予備設計ご石油資

産 源遠鴎探知技術の研究開発等

業・

ﾈ
工業技術院 試験研究所の特別研究等 72；780 93，991 姿勢制御関連機械技術に関す為　　　　20，456　（　　8，141）

に必要な経畳 研究（機械技術研究所｝

一14一・



●

●

（単位O千円）

省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和57年度

@予算額

昭和58年度

@経　　費

工業技術院 宇宙電子技術に関する研究（電子　　　19441　（　　31・832）

技術総合研究所）

通 リモートセンシング技術に関する　　　15，336　（　　19・944）

商 研究（電子技術総合研究所）

産 宇宙用マニピュレータに関する研’
@　25，523　（　　12，863）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　晦

業
究．（電子技術総合研究所》

衛星搭載用撮像システムに関する　　　13，235　（　　　　0）
省

研究（大阪工業技術試験所）

計 1，404，280 1，583，065

運

電子航法研

?

電子航法研究所に必要な

o費

19・8串8 ⑫　800，000

@　80，292
前年度限り　　　　　　　　　　　　　　　0．（　　19，888》

輸 気　象　庁 静止気象衛星業務に必要

ﾈ経費

⑫10，501，800

@2，045，864

㊥　174，491

@4，339283

省 ◎10，501，800 ㊨　．974，491
計

2，065，752 4，419，575

電波監理局 電波監理に必要な経費 22，898 10，982 第二世代の実用衛星の開発　　　　　　10．982　（　　21，542）

郵
　
政

丸

省
前年度限り　　　　　　　　　　　　　　　0（　　　為356）

8
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（単位：千円）

●’

●‘

省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和57年度

@予算額

昭和58年度

@経　　費’
要　　旨昭麓58簑度（昭蕪度）

電波研究所 電波研究所の運営に必要 ㊥　　761000 ⑪　514β00 レーザを用いた衛星アンテナの高　　　　5，392　（・　6，450）

な経費 77，166 238，596 精度方向制御システムの研究開発

郵

政

一皿

い　　　！ 衛星を用いた捜索救難通信システ　　　30，000　（　　35，254）

ムφ研究開発

省

㊨　　76ρ00 ⑫　514，600
計

100，064 249，578

◎67β33，000 ⑪65，139，791

合 計
101，052，729 106，491，5＄7

曲駒止気象衛星3号（GMS－3）関係経費については、円・ドル面一の違欧伴い、気象庁との間で不突合がある．

一16L・



●

●

昭和58年度宇宙関連経費（宇宙開発関係経費以外のもの）の概要

（単位3千円）

省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和57年度

@予算額

昭和58年度

@経　　費
・要

警
　
　
察
　
庁

通信　局 警察通信に必要な経費 ⑭　272，094

@　　　　0

㊨　218，344

@　467454

罪照鍵田◎；蹴ε　呪）通信衛星使用料　　　　　　　　　　195β60　（　　　　0）

計
㊧　272，094

@　　　　0

㊨　218，344

@　467454
o

文
　
　
部
　
　
省

宇宙科学研

?

特別事業等に必要な経費 3，109，021 3，108，523 一般ロケット観測経費等　　　　　　1，182，144　（　U82β16）

�ｵょう経費　　　　　　　　　　234，590　（　220・232）

､通経費　　　　　　　　　　　工606，404　（　妬⑨5・483）

総ﾛ宇宙観測共同事業費　　　　　　　85β85　（　110・990）

i3：EPAC計画関係は除く。）

計 3，109n21 3，108，523

海上保安庁 水路業務運営に必要な経 76，916 ㊥　590，000

@　96，003

海鵜推進

運
　
輸
　
省

気象庁 静止気象衛星業務に：必要

ﾈ経費

ao　39．846 2，189，596
静止気象衛星業務　　　　　205為6・7（263鉱846）

ﾃ止気象衛星業務整備　　　　　　　137，989　（　　　　0）

〒般観測予報業務に必要

ﾈ経費

98，277 149，477 極髄気象醒資料ρ利用　　　4α744（　4q744）・

ﾃ止気象衛星資料受信業務　　　　　108，733　（　　57・533）

一17一・



●

●

（単位3千円）’

省庁 担当機関 事　　　　項
昭和57年度

@予算額

昭和58年度

@経　　費

気　象　庁 高層気象観測業務に必要

ﾈ経費

179，062 179，383 ・気象ロケット観測業務　　　　　　　179383　（　179ρ62）

運
　
　
輸
　
　
省

気象官署施設整備に必要

ﾈ経費

78，110 8，704 気象ロケット発射台の整備　　　　　　　8，704　（　　　　　0）

O年度限り　　　　　　　　　　　　　　0　（　　78・110）

小　　　　　計 2，395，295 2，527ユ60

計 2，472，211

⑫　590，000

@2，623，163

電波監理局 通信・放送衛星機構出資

ﾉ必要な経費

1ρ10，607 　651，519

e

遮信・放送衛星機構出資金　　　　　　651，519　（　義01α607）

電波監珪に必要な経費 6 8，969 宇宙通信政策推進のための調査研究　　　　8，969　（　　　　0）F

小　　　　　計 1，010，607 660，488

郵
　
　
　
　
政
　
　
　
　
省

電波研究所 電波研究所の運営に必要

ﾈ経費・

・824，278 758，086 宇宙空間の実験研究　　　　　　　　　32，777　（　　32，777）

d離層観測衛星管制施設の維持運用　　　85，586　（　　94，253）

F宙電波による高精度測位技術の　　　357，934　（　428，772）

､究即発

ﾊ信衛星の実験研究　　　　　　　　281，789　（　268476）

計 1，834，885 瑚＆574

一1＄一



（単位：千円〉

●

●

省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和57年度

@予算額

昭和58年度

@経　　費

建
設
省

国土地理院 測地基：準点測量に必要な

o費

2，369 2β69 人工衛星観測　　　　　　　　　　　　2，369（　　2，369）

計 2，369 2，369

消　防　庁 衛星通信地上施設の整備

ﾉ必要な経費 0

⑪　222，789

@　186，829

@鷺：：　。）衛星通信地上施設の整備費補助　　　　56，000（　　　　0）

消防防災対策推進調査委

�ﾉ必要な経費・

3，196
0’ 前年度限り　　　　　　　　　　　　　　　0・（　　　3，196）

計
3，196

◎　222，789

@　186，829

合　　　　　　　計
㊥　272，094

@7，421β82

㊨1，031ユ33

@7，806，912
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◎

，

　　　　　　叱

昭和58年度　宇宙関係経費 既　算　要　求　案

　　　　　　　　　　　　　　　　昭和57年8月

　　　　　　　　　　　　　　　　科学技術庁
　　　　　　　⑲　国庫債務負担行為　　　（単位：百万円）

省　　　庁 昭和57年度
¥　　算　　額

昭和58年度
T算要求額

対前年度
艨i％）

備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

科学技術庁
㊨　42，105

@　87，666
C

⑭　55，755

@　87，676 100．0

通信衛星2号及び3号・放送衛星2号、静止気象衛星3号、海洋観測衛星1号、。技術
詞ｱ衛星V型・第一次材料実験・N’一皿ロケット・H㌍」『ケットの自発並びに放奉衛星3号、地球資源衛星1号の開発研究等

警　　察　　庁
㊨　　　272

@　　　　0

⑭　　　218

@　　467 一

衛星通信地上設備の整備　　　　　　　　●

文　　部一一省”

@　　’，

⑭　14，650

@　12，926

画　7，896

@　15，672 121．2

科学呼野究（EX・も一G、P丑ANET－A、ASTR・一G及びEX・SrPの二二）、

lロケット開発（M－3S及びM－3S皿の開発等）、スペースラブ計画参加、’一般
E
ケ
ツ
槻
二
等
’

ら

通
商
産
業
省
・ 1，404 1，583 112．7

　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1n球資源締星三号の開発研究、宇宙電子技術の研寒等　　　　　　　　　　　　　　　！　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　、

運　　輸　　省

@　　　一

⑭　10，502

@　　4，538

㊨．・，514

@　7・043 155．2

　　　　　　；ﾃ止気象山霊号の開発、気象龍業務1気象。ケット襯業務、衛星を利用しての
C潮地の雛、航行援助衛星技術佃S←v他用中継器）の研究開発等　　　　　　1

郵　　政　　省 ㊨　　　76
@　’1，935

㊨　　　515　　　　ン

@　1．668 86．2

放送衛星3号の開発研究、航空切上醒技術伽S－V撒用中継器）の研究開発、通信衛星の実験研究、衛星利用の捜索救難システムの研究、通信・放送衛星機構出資等　　　　　　　　　　　　　：

建、　設　　省 2 2 100．0

自　　治　　省
3

㊨　　　223

@　　187 5845．7
衛星通僧地上設備の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

総　　計 ㊨　67，605

@108，474

　　　　fG　66，171

@114，298 105．4

　．．／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【

@ノ　　’
m
ー
層

　上記の表には、宇宙開発事業団の国庫支出金以外の収入（事業収入等）は含まれていないが、これを含めて合計した場合の昭和58年度の経費の総計

は、133，305．百万円となり、対前年度（130，902百万円）　比101．8％1となる。
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　　　宇宙基地計画特別部会の設置について（案）

　　　　　　　　　　　　　　昭和57年8月31日
　　　　　　　　　　　　　　宇宙開発委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　決　　　　定

　宇宙開発委員会は、米国において国際協力により進

めることが検討されている宇宙基地計画に対する我が

国の対応に’つ’ ｢ての検討に資するため、下記により調

査審議を行う宇宙基地計画特別部会を設置する。

　　　　　　　　　　　　記

1．　審議事項

　　米国において検討されている宇宙基地計画に参加

　する場合の基本構想に関するこ’と。

2．審議期間

1畑会同については・宇謡委具会に対し

検討の進撚況に●応じ随時報髄行いrつ・当面昭

　知・5・8年5月に中問報告を取りまとめることを目途

　とする。，

　　またくその後の審議は、宇宙基地計画の進捗に応

　じて行うものとする。
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久騨＿滉三隅四四団国際室長’ Dい

細管腱飴で蘭省字翻学研究所鞭
　黒　田鞠泰　弘　　九州産業大学教授　　1

黒田隆二日本臨株式会社宇宙醗騨部長
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森　川　汎　士

郵政省電波研究所企画弓長

科学弓術庁航空宇宙技術研究所宇

宙研究グループ総合研究官

三菱重工業株式会社航空機特車事！

桑本部宇宙機器部長

建設省国土地理院測地部長

宇宙開発事業団シャトル利用推進
室長

運輸省電子航法赫究所研究企画官

日本電信電話公社横須賀電気通信

研究所複合伝送研究部長、

社団法人経済団体連合会開発部長
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